	※久慈市記入欄

	受付印

	No.
	


市営建設工事入札参加資格申請書提出書類確認表
	商号（名称）
	

	申請事務担当者

所属・氏名
	

	本社TEL
	
	本社FAX
	

	受任者TEL
	
	受任者FAX
	


	提出書類
	様式
	写し
	備考
	提出

	１
	提出書類確認表
	―
	可
	○
	市内営業所等を有する場合は下部に要記載
	

	２
	一般競争（指名競争）参加資格審査申請書
	第１号
(総務省様式１)
	可
	○
	
	

	３
	競争参加資格希望工種表
	第２号
(総務省様式2-1)
	可
	○
	
	

	４
	営業所一覧表
	第３号
(総務省様式2-2)
	可
	△
	支店等に委任する場合提出
	

	５
	経営事項審査の総合評定値通知書
	―
	可
	○
	
	

	６
	工事経歴書
	第４号
	可
	○
	
	

	７
	希望する工事種別の直前２年間(３年間)の年間平均完成工事高調書
	第５号
	可
	○
	
	

	８
	技術職員名簿
	第６号
	可
	○
	県内企業又は土木・建築一式・、電気設備・管設備・舗装の各工事を希望する県外企業
	

	９
	資本関係・人的関係に関する届出書
	第７号
	可
	○
	該当がない場合も必ず提出
	

	10
	納税証明書
	―
	可
	○
	下表納税証明書提出一覧参照　
	

	11
	雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の加入を確認する書類
	―
	可
	△
	該当する場合は、左記のいずれかを提出
	

	
	上記加入義務がないことの誓約書
	第11号
	可
	
	
	

	12
	使用印鑑届兼委任状　※要押印
	第８号
	不可
	○
	
	

	13
	希望する工事種別の市内営業所分の直前２年間(３年間)の年間平均完成工事高調書
	第９号
	可
	△
	本社等が久慈市外で久慈市内に営業所等を有する場合
	

	14
	上下水道料金納付状況証明書
	―
	不可
	△
	市内に本社又は営業所を有する方
	

	15
	市内営業所に関する調書
	第10号
	可
	△
	市内に本社又は営業所を有する方
	

	16
	経常共同企業体協定書
	―
	可
	△
	経常共同企業体申請者のみ
	

	17
	経営規模等総括表
	第12号
	可
	△
	経常共同企業体申請者のみ
	

	18
	県営建設工事入札参加資格審査結果通知書
	―
	可
	△
	工事種別１から19を希望する場合のみ、令和５年５月下旬以降に提出
	


※○印は全員、△印は該当者のみ提出。　※提出した書類の提出欄に○印を記入してください。
	市内
	県内
	県外
	種類
	個人事業者の場合
	法人の場合
	様式
	発行機関

	要
	要
	－
	市税
	□
	市税
	□
	市税
	□様式第29号
(完納証明)
	久慈市役所　収納課

	要
	要
	－
	市税
	□
	市税（固定資産税･　　市県民税）※１
	□
	市税（固定資産税･法人市民税）※１
	□様式第29号
(税目別証明)
	

	要
	要
	要
	国税
	□
	所得税及び復興特別所得税
	□
	法人税
	□その3の3(法人)
	税務署

	
	
	
	
	□
	消費税及び地方消費税
	□
	消費税及び地方消費税
	□その3の2(個人)
	


納税証明書提出一覧　　
※１　固定資産税・法人市民税等の課税がある場合のみ必要。
	市内営業所等

	所在地
	〒
	電話番号
	

	営業所等名
	
	FAX番号
	


	職・氏名
	
	事務所面積
	


様式第４号
工　　事　　経　　歴　　書
　希望する工事種別　　　　　　　　工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
	注　文　者
	元請又は

下請の区別
	工　　事　　名
	工事場所のある都道府県名
	請負代金の額

（千円）
	着工年月
	工　　事　　内　　容

	
	
	
	
	
	完成(予定)年月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	年　　月
	


注）希望する工事種別ごとに作成してください。
 様式第５号
希望する工事種別の直前２年間（３年間）の年間平均完成工事高調書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
	希望する工事種別
	注文者

の区分
	直前２年（３年）の各営業年度の決算に基づく工事施工金額
	 直前２年間（３年間）
 の年間平均完成工事高

	
	
	前々々の営業年度
	前々の営業年度
	直前の営業年度
	

	
	
	自　　年 　 月
至　　年　  月
	自　　年 　 月
至　　年　  月
	自　　年 　 月
至　　年　  月
	自　　年 　 月
至　　年　  月
	自　　年 　 月
至　　年　  月
	自　　年 　 月
至　　年　  月
	

	         　　  　  工事
	官公庁
	 　　　　　千円
	 　　　　千円
	 　　　　千円
	 　　　　千円
	 　　　　千円
	 　　　　千円
	 　　　　　　　　千円

	
	民間
	
	
	
	
	
	
	

	
	 計
	
	
	
	
	
	
	

	 　　　　　　　工事
	官公庁
	
	
	
	
	
	
	

	
	民間
	
	
	
	
	
	
	

	
	 計
	
	
	
	
	
	
	

	 　　　　　　　工事
	官公庁
	
	
	
	
	
	
	

	
	民間
	
	
	
	
	
	
	

	
	 計
	
	
	
	
	
	
	

	 　　　　　　　工事
	官公庁
	
	
	
	
	
	
	

	
	民間
	
	
	
	
	
	
	

	
	 計
	
	
	
	
	
	
	

	その他の工事
	官公庁
	
	
	
	
	
	
	

	
	民間
	
	
	
	
	
	
	

	
	 計
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	官公庁
	
	
	
	
	
	
	

	
	民間
	
	
	
	
	
	
	

	
	 計
	
	
	
	
	
	
	


様式第６号
技術職員名簿

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　

	№
	氏　名
	生年月日
	有資格区分コード
	実務経験者担当業種コード
	監理技術者資格者証交付番号
	経営業務の管理責任者
	営業所の

専任技術者

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


様式第７号


本店電話番

		
	商号又は名称
	
	本店所在地
	

	（その２）

建設業許可番号

　　－

本店電話番号

商号又は名称
本店所在地
(2)　子会社(会社法第２条第３号の規定によるもの)のうち、建設業許可を有している子会社

建設業許可番号
商号又は名称
　　　－

　　　－

　　　－

２　人的関係に関する事項　　　該当の有無　　有　・　無　（どちらかに○）

役　職

氏　名

建設業許可番号

兼任先の商号又は名称

兼任先役職

　　－

　　－

　　－




様式第８号
使用印鑑届兼委任状
令和　　年　　月　　日
　久慈市長　様
	実　印

	



代表者（委任者）　〒　　　　　－　　　　　
　　　　住所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	本社使用印

	


　本社で入札・契約事務等を行う場合
　　右の印鑑を久慈市との入札（見積）・契約の締結並びに代金の請求
及び受領ほか契約処理に関することに使用したいのでお届けします。

営業所等に事務を委任する場合
　　私は、次の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。

	受任者使用印

	


１　委任先（受任者）　〒　　　　　－　　　　　
　
　　　　住所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　２　委任期間
　　　令和 ５ 年 　 月 　 日 から 令和 ７ 年 ６ 月 30 日まで
なお、資格者名簿の有効期間が延長された場合は、その期間に準じて延長するものとする。
３　委任事項
(1) 　請負工事の入札及び見積に係る一切の権限
(2) 　工事請負契約の締結に係る一切の権限
(3) 　保証金の納付、還付請求及び領収に係る一切の権限
(4) 　工事請負代金及び前払金の請求及び受領に係る一切の権限
(5) 　請負工事の施工に係る一切の権限
(6) 　復代理人の選任及び解任に係る一切の権限
(7) 　工事完成保証に係る一切の件
(8) 　共同企業体の結成及び結成後の共同企業体における上記に係る一切の権限
(9) 　その他、上記に附随する一切の権限
  様式第９号
希望する工事種別の市内営業所分の直前２年間（３年間）の年間平均完成工事高調書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
	希望する工事種別
	注文者

の区分
	直前２年（３年）の各営業年度の決算に基づく工事施工金額
	 直前２年間（３年間）
 の年間平均完成工事高

	
	
	前々々の営業年度
	前々の営業年度
	直前の営業年度
	

	
	
	自　　年 　 月
至　　年　  月
	自　　年 　 月
至　　年　  月
	自　　年 　 月
至　　年　  月
	自　　年 　 月
至　　年　  月
	自　　年 　 月
至　　年　  月
	自　　年 　 月
至　　年　  月
	

	         　　　    工事
	官公庁
	 　　　　　千円
	 　　　　千円
	 　　　　千円
	 　　　　千円
	 　　　　千円
	 　　　　千円
	 　　　　　　　　千円

	
	民間
	
	
	
	
	
	
	

	
	 計
	
	
	
	
	
	
	

	 　　　　　　　工事
	官公庁
	
	
	
	
	
	
	

	
	民間
	
	
	
	
	
	
	

	
	 計
	
	
	
	
	
	
	

	 　　　　　　　工事
	官公庁
	
	
	
	
	
	
	

	
	民間
	
	
	
	
	
	
	

	
	 計
	
	
	
	
	
	
	

	 　　　　　　　工事
	官公庁
	
	
	
	
	
	
	

	
	民間
	
	
	
	
	
	
	

	
	 計
	
	
	
	
	
	
	

	その他の工事
	官公庁
	
	
	
	
	
	
	

	
	民間
	
	
	
	
	
	
	

	
	 計
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	官公庁
	
	
	
	
	
	
	

	
	民間
	
	
	
	
	
	
	

	
	 計
	
	
	
	
	
	
	


様式第10号
市内営業所に関する調書
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・氏名
	

	事務所面積
	
	電話番号
	
	Fax番号
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　
	No
	職員氏名
	生年

月日
	雇用

年月
	有資格区分コード
	実務経験者担当業種コード
	技　術　者
	監理
	経管
	専任
	技術以外

	
	
	
	
	
	
	土木
	建築
	電気
	管
	舗装
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	１級
	２級
	１級
	２級
	１級
	２級
	１級
	２級
	１級
	２級
	１級
	２級
	１級
	２級
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	技術者合計人数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


様式第11号
令和　　年　　月　　日　
久慈市長　様

所在地
所　在　地　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　
雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の加入義務がないことの誓約書

□　雇用保険について、労働者を雇用していないので、加入義務がありません。

□　健康保険及び厚生年金保険について、適用事業所となっていないので、加入義務がありません。

上記記載の内容に相違ないことを誓約します。
様式第12号
経営規模等総括表（経常共同企業体）
	業者番号
	※
	共同企業体の名称
	
	結成年月日
	令和　　年　 月 　日
	

	希望する

工事種別
	　　　　　工事
	構成員
	代表者
	構成員
	構成員
	構成員
	構成員
	合計又は平均
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経営規模

（X1）
	年間平均完成工事高
	官公庁
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	合計
	千円
	
	

	
	
	民　間
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	合計
	千円
	
	

	
	
	計
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	合計
	千円
	
	

	経営規模

（X2）
	自己資本額
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	合計
	千円
	
	

	
	利益額
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	合計
	千円
	
	

	経営状況

（Y）
	経営状況の評点
	点
	点
	点
	点
	点
	平均
	点
	
	

	技術力

（Z）
	技術職員数
	１　級
	人
	人
	人
	人
	人
	合計
	人
	
	

	
	
	２　級
	人
	人
	人
	人
	人
	合計
	人
	
	

	
	
	その他
	人
	人
	人
	人
	人
	合計
	人
	
	

	その他

（W）
	その他の審査項目評価
	点
	点
	点
	点
	点
	平均
	点
	
	


記載要領

１　この表は、希望する工事種別ごとに作成してください。
２　年間平均完成工事高、自己資本額、利益額、経営状況の評点、元請完成工事高、技術職員数及びその他の審査項目の評点の欄には、各構成員の経営事項審査の総合評定値通知書（審査基準日（決算日）が、申請書を提出する日の前々年の10月１日から前年の９月30日までの期間に属するものに限る。)に記載されている希望する工事種別に係る数値等を記載してください。

３　※欄は記載しないでください。
どちらか選択








